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2.保険者としての地域の
連携促進の方針の策定
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改版内容

・	 「本事業」を修正

・	 用語の定義を更新。「本事業」を「令和５年度事業」に修正。
・	 軽微な表現の修正・追記

・	 令和６度補正予算の内容や、令和７年６月１日より実施されるフ
	 リーパスキャンペーンについて追記。
・	 地域におけるデータ連携促進のための役割分担（都道府県・保
	 険者・介護事業所等）について追記。
・	 介護事業所起点の普及事例として、P10に記載した香川県坂出
	 市の事例をコラムとして追記。

・	 （１）地域の特性の把握：介護事業所間の関係に関する地域分析
	 の内項目として、新規で地域包括支援センターを中心とした普
	 及について追記。
・	 地域包括支援センターを中心とした普及事例として、P17に記
	 載した鳥取県米子市の事例をコラムとして追記。
・	 中核の事業所となり得る法人・介護事業所の図表に、「幅広く介
	 護サービス事業所との関係性を構築している地域包括支援セ
	 ンター」を追加。
・	 保険者としての連携促進の戦略の策定事例として、P19に記載
	 した奈良県生駒市の事例を追加。
・	 ケアプランデータ連携システムに関する保険者の指針の通りま
	 とめについて図表を追加。

・	 研修会プログラムの参考資料の図表を追加。
・	 （４）進捗確認のためのアンケートの実施に、フリーパスキャン
	 ペーンに関する記載を追記。
・	 内項目として新規で項目を立て、モデル地域づくり事業への参
	 画について追記。また、モデル地域づくり事業への参画の流れ
	 や事業内容のイメージの図表を追加。
・	 内項目として新規で項目を立て、令和７年度にすぐ取り組めるこ
	 とについて追記。

・	 都道府県への実施依頼事項として、令和６年度補正予算の内容
	 や、令和７年６月１日より実施されるフリーパスキャンペーンにつ
	 いて追記。
・	 都道府県によるデータ連携促進のための令和７年度事業のイ
	 メージについて図表を追加。

・	 意向調査のひな型に、フリーパスキャンペーンに関する設問を
	 追加。
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ʢ̍ ʣຊखҾ͖ͷ໨త

　介護分野における生産性向上は、職場環境の改善や人材確保の観点から重要な課題であり、特にICT化は、介護記録・情報共有・
報酬請求等の業務の効率化につながるものです。
　このような介護事業所のICT化を全国的に普及促進するため、令和元年度に「居宅介護支援事業所と訪問介護などのサービス提
供事業所間における情報連携の標準仕様」（以下、「ケアプラン標準仕様」という。）を定め、令和４年８月に第三版を発出したところで
す。さらに、ケアプラン標準仕様に準拠したデータをセキュリティを確保した環境でやり取りすることを可能にすべく、令和２年度補正予
算により、公益社団法人国民健康保険中央会に「ケアプランデータ連携システム」（以下、「本システム」という。）を構築し、令和５年度
から本格的に運用が開始されています。
　έΞϓϥϯσʔλ࿈ܞΛଅਐͤ͞ΔͨΊʹ͸ɺશࠃతͳϓϩϞʔγϣϯͷΈͳΒͣɺ஍ҬಛੑʹԠͨ͡ଅਐ͕ࡦඞཁͰ͋Γɺ
*$5�Λ׆༻ͨ͠ੜ্޲ੑ࢈ͷऔ૊Λ஍ҬͰऔΓ૊Ή͜ͱ͕؊ཁͰ͢ɻ
　そのため、令和５年度厚生労働省「介護事業所におけるデータ連携による生産性向上に関する調査研究等一式」（以下、「令和５年
度事業」という。）では、介護現場でのICTを活用してより一層のICT化を促進するため、地域におけるケアプランデータ連携の促進方
策の検討を行うことを目的として、本システムの利用を含め、ICT を活用した地域連携モデルの作成を行う市区町村を募集し、並走型
の導入支援を通じて課題を整理する、「地域におけるデータ連携促進モデル」事業（以下、「モデル事業」という。）を実施しました。
　また、厚生労働省令和５年度補正予算では、生産性向上の取組を通じた職場環境改善について、ICT機器本体やソフト等の導入や
更新時の補助に係る支援に加え、地域全体で事業所における機器導入やそれに伴う人材育成、小規模事業者を含む事業者グループ
が協働して行う職場環境改善の取組に対して補助を行う「介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事
業」を実施予定です。この実施要件の一部として、地域全体で生産性向上の取組を普及・促進する事業、例えば「都道府県等が主導し
て、ケアマネ事業所と居宅サービス事業所の間で交わされるケアプランデータ連携システム等の活用を地域で促進し、データ連携に
よるメリットや好事例を収集」する内容も想定されています。
　಺ֳ׭๪ʮσδλϧࡒߦ੓վֵձٞʯͰ͸ɺհޢ෼໺ʹ͓͚Δσδλϧࡒߦ੓Λਪਐ͢ΔͨΊɺέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜ
ʹ͍ͭͯ2026೥ʹ͸؅಺͕ऀۀࣄར༻͍ͯ͠Δ۠ࢢொଜͷׂ߹Λ8ׂɺ؅಺ۀࣄॴ͕̏ ׂҎ্ར༻͍ͯ͠Δ۠ࢢொଜͷׂ߹Λ
ׂ̑ ͱ͢Δ໨ඪΛ,1*ͱ͍ͯͯ͛͠ܝ·͢ɻこういった目標を達成するためには、早期に地域として連携促進の取組を開始することが
求められています。
　さらに、ケアプランデータ連携システムについては、現在検討が進められている全国医療情報プラットフォームの中の介護情報基盤の
一部としても位置づけられる予定であり、その介護情報基盤の活用により、自治体・介護事業所・医療機関等の業務負担の軽減や適切
なケアの提供、医療介護連携の促進等を通じた介護の質の向上が進められる予定です。
　ްੜ࿑ಇলͰ͸ɺޙࠓ੔උ͞ΕΔհޢ৘ใج൫ʹ͓͍ͯྩ࿨̑ ೥౓ΑΓެӹࣾஂ๏ਓࠃຽ݈߁อݥதԝձʹͯӡ༻͍ͯ͠Δ
ʮέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜʯͷར༻ଅਐ͕ෆՄܽͰ͋Δ͜ͱ͔Βɺྩ ࿨̒ ೥౓ิਖ਼༧ࢉΛ׆༻ͨ͠ར༻ଅਐࡦࢪΛҎԼͷਤ
ද� 3ͷ௨ΓʹఆΊ͍ͯ·͢ɻಛʹɺྩ ࿨̓ ೥̒ ݄̍ ೔ΑΓྩ࿨̔ ೥̑ ݄̏ ೔̍·Ͱɺશͯͷհۀࣄޢॴ͕έΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγες
Ϝͷར༻ྉ͕ແྉʹͳΔɺέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜɹϑϦʔύεΩϟϯϖʔϯ͕։͞࠵ΕΔ༧ఆͰ͋Γɺհۀࣄޢॴ͕
σʔλ࿈ܞΛ։࢝͢Δઈ޷ͷνϟϯεʹͳ͍ͬͯ·͢ɻ
　このように、ケアプランデータ連携システム等を活用した地域の情報連携を促進することは、介護事業所の生産性が向上されること
で、地域の持続可能かつ充実した介護サービスの基盤整備にもつながるため、特に介護人材の不足等に悩まれている地域における課
題解決の対策の一つにもなります。また、介護事業所を中心として連携が促進されることで、利用者を中心とした地域包括ケアの提供
にもつながり、地域で暮らす高齢者が受けられる介護の質の向上にもつながります。
　ຊखҾ͖Ͱ͸ɺա೥౓ͷϞσϧۀࣄ΍ྩ࿨̒ ೥౓ްੜ࿑ಇল࿝ਓอ݈ۀࣄਪਐඅ౳ิॿ ʢۚ࿝ਓอ݈݈૿߁ਐ౳ۀࣄ෼ʣʮ஍
Ҭʹ͓͚Δ໘తͳέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞͷଅਐʹ͚ͨ޲ௐࠪۀࣄڀݚʯʢҎԼɺʮྩ࿨̒ ೥౓ۀࣄʯͱ͍͏ɻʣʹ Ճ࣏ͨࣗ͠ମͷ࣮ࢀ
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図表 1ɹ令和�年度モデル事業の全体の流れ

ͱͳΔ಺༰ΛऔΓ·ͱΊ͍ͯ·͢ɻߟࢀͷࡍଅਐΛਐΊΔܞɺ஍Ҭͷ࿈ޙࠓ͍͓ͯʹ಺༰΍੒Ռ౳Λ౿·͑ͯɺଞͷ࣏ࣗମࢪ
ɹ·ͨɺຊखҾ͖ʹ͍ͭͯ͸ɺհޢอݥͷอऀݥͰ͋Δ۠ࢢொଜͷΈͳΒͣɺͦ ͷ۠ࢢொଜͷऔ૊Λࢧԉ͢Δ౎ಓ෎ݝ౳ɺ෯޿
͍࣏ࣗମͰͷ׆༻Λ૝ఆ͍ͯ͠·͢ɻ
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図表 3ɹް生࿑ಇল令和６年度補正予算を活用したケアプランデータ連携システムར用促進

出所）ް 生࿑ಇল介護保険࠷新৘ใVPM.13�1（令和７年２月６日）「 介護৘ใج൫の活用をݟਾ͑た 
「ケアプランデータ連携システム」のར用促進について」
（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�0014002�1.QEG（Ӿཡ日：令和７年３月５日）

図表 2ɹ令和�年度モデル事業の参加࣏ࣗ体



5

図表 4ɹケアプランデータ連携システムɹフリーパスキャンペーン

出所）ެ ӹࣾஂ法人ࠃຽ݈߁保険中ԝ会)P
（IUUQT���XXX.DBreQMBO�reOLeJ�TVQQPrU.KQ�XQ�DPOUeOU�VQMPBET�TJUeT�2�202��03��&3��0�90�&3��
2�#1�&3��2�"2�&3��3�97�&3��3�"9�&3��3�#3�&3��3��7�&3��3�#$�&3��2�#'�&
9��0�"3�&��90�#"�&3��2�#7�&3��2�#9�&3��3����&3��3�"0�&3��0�91�&3��3�9
��&3��3�""�&3��3�#$�&3��3�91�&3��2�#9�&3��2�"%�&3��3�"3�&3��3�#3�&3��
3�9"�&3��3�#$�&3��3�#3�&3��3��1�&3��3�"9�&3��2�#7.QEG
（Ӿཡ日：令和７年３月１０日）
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図表 �ɹ介護分໺における,P*

出所）内ֳ׭๪ɹデジタル行ࡒ੓改ֵ会 （ٞୈ３ճ）（令和�年12月20日։࠵）「資料４ɹް生࿑ಇେਉఏ出資料」
（IUUQT���XXX.DBT.HP.KQ�KQ�TeJTBLV�EJHJUBM@HZP[BJLBJLBLV�LBJHJ3�LBJHJ3@TJrZPV4.QEG）ɹ	Ӿཡ日：令和�年3月�日
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図表 �ɹ全ࠃҩྍ৘ใプラοトフΥームの全体 （૾イメージ）およͼ介護৘ใ等のར活用にظ଴されるޮՌ

出所）ް 生࿑ಇল࿝݈ہɹୈ̔ ճ介護৘ใར活用ϫーキンググループɹ資料２「介護৘ใのར活用に向けてҾ͖ଓ͖ٞ࿦すること
とした事項について」（IUUQT��XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�12301000�001203��7.QEG）	Ӿཡ日：令和�年3月�日
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ʢ̎ ʣ஍Ҭͷ࿈ܞଅਐͷશମ૾

・ 地域の連携促進の全体像は以下の通りです。֤ ࣏ࣗମʹ͓͔Ε·ͯ͠͸ɺ45&11ʙ7ͷରԠ߲ࣄΛॱ൪ʹԊ࣮ͬͯͩͯ͘͞͠ࢪ
� ͍ɻಛʹ45&1̍ ʹ͍ͭͯ͸ɺ஍ҬʹΑͬͯঢ়͕گେ͖͘ҟͳΓ·͢ͷͰɺೖ೦ʹ࣮͍ͩͯ͘͞͠ࢪɻそれぞれの対応事項の詳細
 については、次の２．以降をご参照ください。

図表 7ɹ地域の連携促進の全体૾

保
険
者
と
し
て
の
地
域
の
連
携
促
進
の
方
針
の
策
定

2.

地
域
の
連
携
促
進
の
取
組
の
実
施

3.

˔ 介護事業所の業քஂ体 	 支෦・連བྷ会 
 等を通して、地域の介護事業所間の関
 係性について৘ใऩूします
˔ 地域包括ケア「͑ݟるԽ」システムを用いて地域におけるେख法人・介護事業
 所について৘ใऩूします
˔ 8". /&5 ্でケアプランデータ連携システムのར用ঢ়گについて৘ใऩू
 します
˔ 補ॿۚਃ੥の৘ใ等から、*$5 ・的に活用している法人ۃ介護ロϘοトをੵ・ثػ
 事業所について৘ใऩूします
˔ ্記を通して地域の中核となり得る法人・介護事業所を把握します

˔ 45&P1 の݁Ռをجに、Ұൠ的・広ൣғでの全事業所への普及ܒ発また͸中核事
 業所からのෳ数の࣏ࣗ体にΘたる広域的な普及ܒ発のいͣれかをݕ౼します
˔ 45&P4「研修会の実施」Ҏ߱を参考に実施内容をܾめます

˔ なる΂くペーパーϨスでデータ連携を行͑るよ͏に保険者としての指ಋ指針を
 ੔ཧし、؅内介護事業所へप஌します
˔ 介護事業所にରする指ಋ・؂査͕ผ෦ॺに分かれている৔߹͸、取りまとめた
 指針の内容をڞ༗します

˔ 研修会等を通͡て、保険者としてのղऍを߹Θͤてࣔすことで事業所ଆのෆ҆
 をղফします
˔ 研修会実施લޙにアンケートを実施することで、参加法人・事業所におけるࠓ
のデータ連携の予定や՝୊等について把握しますޙ 

˔ 地域におけるデータ連携の現ঢ়やޙࠓの意向について把握するため、アンケー
 トを実施します
˔ 進捗確認の݁Ռをडけて、దٓ、連携促進のための取組の追加やݟ௚し等を行
 い、P%$" サイΫルをճします

˔ データ連携促進のためにキャンペーンを実施します
˔ ް生࿑ಇলʰ介護サービス事業者の生࢈性向্やڞಉԽ等を通͡た৬৔ڥ؀改
 ળ事業ʱ等の࿮組Έを活用で͖るか、都道府県等と΋ٞڠを行い、ݕ౼してΈ
 てくͩさい

˔ 取り定めた地域の連携促進の方針や、実施する取組のৄࡉについて͸、؅内事
 業所へのप஌を行います
˔ प஌͸ҰճのΈならͣ、༷ʑなػ会を活用して܁りฦし行います
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ʢ̏ ʣ஍Ҭʹ͓͚Δσʔλ࿈ܞଅਐͷͨΊͷ໾ׂ෼୲

・ 令和６年度事業では、都道府県、保険者、介護事業所に対してケアプランデータ連携の促進に向けた試行的取組の検討支援を実施
 し、それぞれの役割を整理しました。
・ また、上記の支援を実施する中で、都道府県・保険者・介護事業所だけでは解決できない課題も見出されたため、国保連合会や介護
 生産性向上総合相談センターの役割も整理をしました。
・ 都道府県における役割として、国の予算の実施（基盤作り）、保険者および事業所の意向・進捗の確認、連合会等の関連団体経由も
 含めた各種広報活動等が挙げられます。
・ 保険者の役割として、介護保険事業計画への位置づけ、事業者連絡会等の関連団体経由も含めた各種広報活動、介護情報基盤の
 利用準備等が挙げられます。
・ 介護事業所の役割として、周辺事業所への声がけや連携のためのグループ作り、事業者連絡会等での周知活動、補助金や保険者
 等からの支援を活用した早期での連携開始等が挙げられます。
・ 国保連合会や介護生産性向上総合相談センターの役割として、ケアプランデータ連携のための電子証明書の発行等を含めた連携、
 介護事業所の生産性向上に関する取組・相談の受付等が挙げられます。特にケアプランデータ連携のための電子証明書の新規発
 行が多く見込まれる際には、速やかな発行のために国保連合会へ事前に都道府県・保険者等から相談することが推奨されます。
・ それぞれの主体が役割を果たすためには、各主体から双方向に働きかけることが必要不可欠になります。

図表 �ɹ地域におけるデータ連携促進のための役割分担

2.

  役 割
● 国の予算の実施（基盤作り）
● 保険者の意向・進捗の確認
● 連合会等の関連団体経由も含めた各種広報活動　など

● 補助金事業の実施
● 関連情報の周知

● 保険者のの意向把握
● モデル地域づくり

● 補助金への応募

 役 割
● 介護保険事業計画への位置づけ
● 事業者連絡会等の関連団体経由も含めた各種広報活動
● 介護情報基盤の利用準備

● 都道府県の事業への参加 （モデル地域づくり）
● モデル地域作り等の都道府県の事業化の要望出し

● 保険者への要望出し
● 保険者事業への協力・参加

 役 割
● 周辺事業所への声がけや連携のための グループ作り
● 事業者連絡会等での周知活動
● 補助金や保険者等からの支援を活用した早期での連携開始

都道府県

介護事業所

その他：国保連合会、総合相談センター等

保険者
コラムで事例紹介
（生駒市）

コラムで事例紹介
（生駒市）

コラムで事例紹介
（坂出市）

コラムで事例紹介
（米子市）

役 割
● ケアプランデータ連携のための電子証明書の発行等
　を含めた連携
● 介護事業所の生産性向上に関する取組・相談の受付
　など

● 都道府県事業への参画や
　独自事業の実施（事業所
　の状況把握を含む）
● 関連情報の周知

地域包括支援センター
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˙ 令和６年度事業において、香川県坂出市で調査研ڀ事業を実施しました。
˙ 市内のҰ法人͕中心となͬてपลのେ規໛な法人を中心に੠͕けを行い、令和７年３月までに新規でケアプラン
 データ連携システムをಋೖし、ケアプランデータ連携システムをͬ࢖てサービスఏڙථ	予定・実੷
のૹ৴やड৴
 を行い、ケアプランデータ連携システムのར用։࢝ޙに、現ࡏの業຿やケアプランデータ連携システムに関する
 アンケートに͝ճ౴いたͩくことを৚݅として参加事業所をืूしました。
˙ 令和６年１２月ʙ令和７年３月にかけて、坂出市内の３０ܭΧ所の介護事業所͕グループܗ੒に参加し、࠷ऴ的に্
 記の৚݅をຬたしたの͸２̕ Χ所でした。
˙ 図表 9のよ͏に、事業内で実施したアンケートで͸、ケアプランデータ連携システムにରするલ向͖なճ౴͕得ら
 れました。

˙ 坂出市で͸、令和７年２月２１日࣌点でਃ੥数 ３͕３݅ 、ਃ੥཰２̔ .２�で͋り、Ұ定の普及ޮՌ͕ݟられました。

出所
ް生࿑ಇল「ケアプランデータ連携システムप஌資料」
（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�12300000�202�02@NIMX@DBreQMBOTZT.QEG）（Ӿཡ日：令和７年３月５日）

ʲίϥϜ հrۀࣄޢॴى఺ͷීࣄٴ ʢྫ߳઒ࡔݝग़ࢢͷ৔߹ʣ

図表 9ɹޙࠓ΋ケアプランデータ連携システムを࢖用したいか	୒Ұ
ɹ
（̡ ্ rډ୐介護支援：O�̕ ɹ̡ Լ rډ୐サービス：O�２０


用したいɹɹ࢖
Ͳͪらかと͑ݴ͹࢖用したいɹɹ
ແճ౴

用したいɹɹ࢖
Ͳͪらかと͑ݴ͹࢖用したいɹɹ
用したくない࢖
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ɽ̎� อऀݥͱͯ͠ͷ஍Ҭͷ࿈ܞଅਐͷํ਑ͷࡦఆ

ʢ̍ ʣ஍Ҭͷಛੑͷ೺Ѳɿհۀࣄޢॴؒͷؔ܎ʹؔ͢Δ஍Ҭ෼ੳ

・ 地域における連携を促進するためには、既存の地域における事業所間の関係等について情報収集し、その関係を活用する形での普
 及を進めることが有効です。
・ また、地域における中核となる法人・介護事業所について情報収集し、その法人や介護事業所を中心として連携を開始していただく
 方法も有効です。令和５年度事業のモデル地域では、実際にケアプランデータ連携システムを先進的に導入している介護事業所か
 らのサービス提供票のやり取りを行っている事業所への声掛けにより連携を広めた事例もありました。
・ その中核になり得る介護事業所等を含めた介護事業所間の関係の現状を各種データより確認する方法が地域分析です。
・ 以下より地域分析の主な方法についてご紹介します。

 1) 大規模な法人または利用者数の多い介護事業所の把握：地域包括ケア「見える化」システム等の活用
  ・ データ連携については、一般的にICT化等への投資の余力のある、大規模な法人や利用者数の多い介護事業所 (居宅介
   護支援事業所・居宅サービス事業所両方 )が先に取り組みやすい傾向があります。
  ・ そのため、஍ҬͷதͰத֩ͱͳΓ͏Δଘࡏͱͯ͠ɺେن໛ͳ๏ਓ΍ར༻ऀ਺͕ଟ͍հۀࣄޢॴ͕͋Δ͔ɺ֬ ೝΛ͍ߦ
� � � ·͢ɻ
  ・ もし、普段の業務のなかで大規模な法人・介護事業所に関して把握できていない場合は、ް ੜ࿑ಇল஍ҬแׅέΞʮ͑ݟΔ
� � � ԽʯγεςϜͷʮ஍Ҭ෼ੳʯػೳΛ׆༻͢Δ͜ͱͰɺར༻ऀ਺͕ଟ͍հۀࣄޢॴΛ೺Ѳ͢Δ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻ
   ▶ まずは、ケアプランやサービス提供票（予定）の送信から連携を開始できそうな、利用者数の多い居宅介護支援事業所を
    中心に検索します。
   ▶ また、福祉用具貸与事業所については、一般的にICT化が進んでいるサービス種類であることに加え、サービス提供票の
    やり取りを行う居宅介護支援事業所の平均的な数も多い傾向があります。福祉用具貸与事業所についても、利用者数が多
    い事業所を中心に検索します。
   ▶ その他にも、介護老人福祉施設や介護老人保健施設等、施設系サービスと併設されているサービス事業所は、よりICT
    化が進んでいる傾向があります。そういった介護事業所についても、確認を行います。

図表 10ɹ地域包括ケア「͑ݟるԽ」システムの活用方法 （౦ژ都ઍ୅ా۠の例：地域資ݯをݟる）

出所
 ް生࿑ಇলɹ地域包括ケア「͑ݟるԽ」システム	IUUQT���NJerVLB.NIMX.HP.KQ�
	Ӿཡ日：令和�年3月19日
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 2) 地域の介護事業所間の関係性の把握
  ・ 地域でデータ連携の中核となりうる法人・介護事業所は、法人・介護事業所の規模だけでなく、日々 の地域における利害関
   係のなかでも見つけることができます。
  ・ データ連携は、オンライン上で新たな関係性を構築するより、既存の地域の関係性の延長線上にあるものであり、対面とデー
   タ連携を適切に併用することで、既存の地域の関係性の構築をさらに進めることができます。
  ・ ͦͷؔੑ܎ͷ೺ѲͷͨΊʹɺ஍ҬͰӡӦ͞Ε͍ͯΔհۀࣄޢॴͷۀքஂମʢࢧ෦ɺ࿈བྷձ౳ʣͷ໾һ΍த৺ਓ෺ɺҩࢣձ
� � � ౳ͷҩྍհஂ܎ؔޢମɺ·ͨͦͷଞษڧձ౳ͷձ߹ͷӡӦ΍ࢀՃऀ౳ʹ͍ͭͯ೺Ѳ͠ɺͦ ͷதͰσʔλ࿈ܞͷΩʔ
� � � ύʔιϯʹͳΓ͏ Δ๏ਓ΍ۀࣄॴ͕ͳ͍͔ɺݕ౼Λ͍ߦ·͢ɻ
  ・ 特に、今後、P37の「（３）管内事業所への周知」の際には、上記の既存の業界団体のネットワークや会合の機会を活用するこ
   とで、より効果的な周知を行うことができます。

 3) 先進的にケアプランデータ連携システムを活用している法人・介護事業所の把握：WAM NET（ワムネット）の活用
  ・ データ連携を促進する方法としては、上記 1)・2) で把握した地域の中核となりうる法人・介護事業所を中心に新規で連携
   を開始する方法や、先進的にICT化やデータ連携を行っている法人・介護事業所を中心に連携を拡大する方法も可能です。
  ・ ઌਐతʹέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜΛར༻։͍࢝ͯ͠Δհۀࣄޢॴͷ৘ใʹ͍ͭͯ͸ɺಠཱߦ੓๏ਓ෱ࢱҩྍػ
� � � 
ҎԼ�8".�/&5	ʯگγεςϜར༻ঢ়ܞ5ʢϫϜωοτʣʮέΞϓϥϯσʔλ࿈&/�."8ߏΑΓɺ஍۠ผ·ͨ͸஍Ҭผ
� � � Δ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻ͢ࡧݕʹ
   ▶ 地域内でケアプランデータ連携システムを利用開始している個別の介護事業所の一覧を確認するとともに、複数の事業所
    にて利用開始している法人がいないか、の観点でも確認を行います。
   ▶ もし、ケアプランデータ連携システムを利用開始している介護事業所がない、または少ない地域がある場合は、上記 1)や
    2)で把握された中核となる法人・介護事業所を中心として連携を開始できないか検討を行います。

  ・ また、上記の地域包括ケア「見える化」システム以外にも、居宅サービス計画作成依頼届出書の依頼先の記載等からも、利用
   者数の多い居宅介護支援事業所を把握することができます。

図表 11ɹಠ立行੓法人෱ࢱҩྍػ構8". /&5（ϫムωοト）「ケアプランデータ連携システムར用ঢ়گ」のࡧݕ方法
（౦ژ都଍立۠の例：地域ผのҰཡから୳す）
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図表 12ɹಠ立行੓法人෱ࢱҩྍػ構8". /&5（ϫムωοト）「ケアプランデータ連携システムར用ঢ়گ」のࡧݕ方法
（౦ژ都଍立۠の例：地図から୳す）

出所
 ಠ立行੓法人෱ࢱҩྍػ構8". /&5 （ϫムωοト）ɹケアプランデータ連携システムར用ঢ়گ
	IUUQT���XXX.XBN.HP.KQ�XBNBQQM�LQErTZT.OTG�UPQ
	Ӿཡ日：令和�年3月19日
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出所
 ಠ立行੓法人෱ࢱҩྍػ構8". /&5 （ϫムωοト）ɹケアプランデータ連携システムར用ঢ়گ
	IUUQT���XXX.XBN.HP.KQ�XBNBQQM�LQErTZT.OTG�UPQ
	Ӿཡ日：令和�年3月19日


 4) ICT 機器・介護ロボットを積極的に活用している法人・介護事業所の把握
  ・ ͦͷଞɺ*$5Խʹੵۃతͳ๏ਓɾհۀࣄޢॴͷ৘ใʹ͍ͭͯ͸ɺް ੜ࿑ಇলʮ*$5ಋೖิॿۚʯ΍ʮհޢϩϘοτಋೖิॿ
� � � ۚʯʹ աڈԠืͨ͜͠ͱͷ͋Δ๏ਓɾհۀࣄޢॴͷ৘ใ͕ߟࢀʹͳΓ·͢ɻ
  ・ また、介護ロボット導入支援事業等の機会を活用し、既にICT機器や介護ロボットを導入したことのある法人・介護事業所に
   ついても把握を行ってください。
  ・ 上記の情報を把握していない場合は、P2で紹介している厚生労働省「介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通じ
   た職場環境改善事業」等の枠組みを活用し、新規で興味関心のある法人や介護事業所を募集することもできます。

 5) 地域包括支援センターを中心とした普及について以下
  ・ 令和６年１０月１１日厚生労働省老健局高齢者支援課長、認知症施策・地域介護推進課長通知にて更新された「ケアプラン
   データ連携標準仕様」では、利用者基本情報、介護予防サービス・支援計画書について、標準的なデータ形式を定め、令和７
   年４月からは、地域包括支援センターと委託先または保険者からの直接指定を受けている居宅介護支援事業所、介護予防・
   総合事業サービス事業所との間のケアプランデータ連携システム上でのデータ連携が可能になる予定です。

  ・ 地域包括支援センターは日頃、地域資源として幅広い介護サービス事業所との関係性を構築しているため、地域包括支援セ
   ンターを中心としてデータ連携を普及することが有効ということが、以下の鳥取県米子市の事例からも見られています。現在、
   どの介護事業所を軸として連携促進を進められるか悩まれる保険者様におかれましては、ぜひ地域包括支援センターでの連
   携開始をきっかけとして、地域包括支援センターを中心とした連携促進を図ることをご検討ください。
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˙ 鳥取県米子市で͸、؅内地域包括支援センター７Χ所を中心として、ಋೖঢ়گに߹Θͤたアプローνをݕ౼し、事
 業を実施しました。
˙ まͣ、令和６年１１月に、市内の介護サービス事業所にରしてケアプランデータ連携システムのར活用ঢ়گに関す
 る調査を実施し、現ঢ়把握を行いました。（１５１事業所͕ճ౴）ͦ こで把握された内容をجに、「システムಋೖࡁ
 Έ」、「ະಋೖ」、「これからಋೖ予定」の３つに分けて包括ݍ域͝とにҰཡԽした্で地域包括支援センターと৘ใ
 をڞ༗し、ҎԼの取組を実施しました。
、会等を活用したػを߹Θͤるإ域内事業所͕ݍ୐連བྷ会や地域ケア会ٞなͲ、地域包括支援センターとډ ・ 
  システムのप஌ܒ発・ಋೖに関する੠ֻけの実施
 ・ 令和７年１月։࠵の「ケアプランデータ連携システム普及研修会」のप஌・参加ק঑の実施
等ڙ域事業所にରするライセンス料補ॿに関する৘ใఏݍ ・ 
 ・ システムのಋೖに関して೰Έを๊͑ておられるݍ域事業所の市へのつな͗支援
˙ 地域包括支援センターを通͡た介護事業所へのप஌や੠ֻけについて͸、普ஈから事業所との関Θり͕ଟく現৔
 目ઢでのप஌͕Մೳなため、よりޮՌ的にप஌すること͕で͖ました。
˙ 研修会について͸、طにಋೖしている地域包括支援センター及ͼ介護サービス事業所にొஃしていた͖ͩ、ケア
 プランデータ連携システムのಋೖ・࢖用に͋たͬてのܦҢ、࢖用ײ૝、՝୊等をڞ༗することで、ະಋೖの事業所
 においてಋೖに向けた現৔目ઢでのৄࡉなイメージを௫めるよ͏に౒めました。

˙ 米子市で͸、令和７年２月２１日࣌点でਃ੥数１１１݅ 、ਃ੥཰３３.０�で͋り、Ұ定の普及ޮՌ͕ݟられました。 

出所
ް生࿑ಇল「ケアプランデータ連携システムप஌資料」
（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�12300000�202�02@NIMX@DBreQMBOTZT.QEG）（Ӿཡ日：令和７年３月５日）

ʲίϥϜ ஍rҬแׅࢧԉηϯλʔΛத৺ͱͨ͠ීࣄٴ ʢྫௗऔݝถࢢࢠͷ৔߹ʣ

出所
米子市「ར活用ঢ়گに関するアンケート調査を実施しました」
（IUUQT���XXX.DJUZ.ZPOBHP.MH.KQ�4�002.IUN）（Ӿཡ日：令和７年３月２５日）
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図表 13ɹ中核の事業所となり得る法人・介護事業所

ʢ̎ ʣ࿈ܞଅਐͷઓུͷࡦఆ

 ・ 上記「（1）介護事業所間の関係に関する地域分析」が済みましたら、その分析結果をもとに、連携促進のために地域でどういう
  方法で進めるか、連携促進のための戦略を検討し、策定します。この戦略は複数の市町村で連携して策定・実施することも可能
  です。
 ・ 本事業では、地域における連携促進のために令和５年度一年間、５つのモデル地域において、以下の図表14の大きく二つの連
  携促進のための戦略をもとに、研修会やキャンペーン等を実施しました。
 ・ Ұൠతɾൣ޿ғͰͷશۀࣄॴ΁ͷීൃܒٴʹ͍ͭͯ͸ɺ࣏ࣗମओ࠵Ͱݚमձ౳ͱέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜීٴͷ
� � ͨΊͷΩϟϯϖʔϯΛ࣮͠ࢪɺΩϟϯϖʔϯʹԠื͍͍ͨͩͨհۀࣄޢॴؒ΍ɺطʹέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜΛར
� � ༻͍ͯ͠ΔհۀࣄޢॴؒͰීٴଅਐΛਤΔ͜ͱΛ͠ࢦ·͢ɻ
 ・ த֩ۀࣄॴ͔Βͷෳ਺ͷ࣏ࣗମʹΘͨΔ޿Ҭతͳීൃܒٴʹ͍ͭͯ͸ɺ஍ҬͷதͰத৺ͱͳΔډ୐հࢧޢԉۀࣄॴΛத
� � ৺ʹɺͦͷډ୐հࢧޢԉۀࣄॴͱέΞϓϥϯͷ΍ΓऔΓΛ͍ͯ͠Δۙྡͷډ୐αʔϏεۀࣄॴΛࠐ͖רΉ͜ͱͰීൃܒٴ
� � ΛਤΔ͜ͱΛ͠ࢦ·͢ɻ　図表 14では居宅介護支援事業所が中心となっていますが、居宅サービス事業所を中心に、居宅介
  護支援事業所を巻き込むことで普及啓発を図ることも考えられます。
 ・ 各戦略に応じて実際に実際していく内容については、下記のP27の「（１）研修会の実施」以降をもとに具体について検討してく
  ださい。（下記以外の独自の内容で実施することも可能です。）
 ・ 上記連携促進の戦略は自治体規模や連携できる自治体の範囲によって異なります。ن໛ͷେ͖͍࣏ࣗମͰ͸࿈ܞଅਐʹ͋ͨ
� � Δମ੍ΛΑΓ֬อ͠΍͍͢Մೳੑ͕͋Γ·͕͢ɺҰํͰن໛ͷখ͍࣏ࣗ͞ମͰ͸հۀࣄޢॴͱͷ͍͕ؔͨۙ܎Ίɺ೔ʑؔ
� � ங΍೺Ѳ͕Ͱ͖͍ͯΔͨΊɺͦߏͷੑ܎ ͷؔੑ܎Λ׆༻͠ɺ଎΍͔͔ͭखް͍औ૊Λ։࢝Ͱ͖Δͱ͍͏ϝϦοτ͕͋Γ
� � ·͢ɻ
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˙ 奈良県生駒市で͸ୈ̕ 性向࢈画にて介護現৔の生ܭ介護保険事業ظ ・্業຿改ળへの支援の̡ ॏ点施策 とrして
 ケアプランデータ連携システムのಋೖ支援を実施することを໌記することで、保険者としての連携促進の࢟੎を
 改めてࣔしました。

˙ また、市ಠࣗの連携促進のಠࣗの事業として、ケアプランデータ連携システムಋೖ支援補ॿۚを設けるとと΋に、
 研修会を実施しました。また研修会の実施のલに͸ケアプランデータ連携システムのಋೖに係る事業所の意向を
 把握し、また実施ޙに΋研修会をडけての事業所のঢ়گについて把握を行いました。

ʲίϥϜ อrऀݥͱͯ͠ͷ࿈ܞଅਐͷઓུͷࡦఆࣄ ʢྫಸྑݝੜۨࢢͷ৔߹ʣ

出所）奈良県生駒市「ୈ̕ 「画ܭ介護保険事業ظ
（IUUQT���XXX.DJUZ.JLPNB.MH.KQ�DNTpMeT�DPOUeOUT�0000034�34�27�IPOQeO.QEG
IUUQT���XXX.DJUZ.JLPNB.
MH.KQ�DNTpMeT�DPOUeOUT�0000034�34�27�HBJZPV.QEG）（Ӿཡ日：令和７年３月５日）
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˙ ্記のよ͏に保険者ಠࣗでデータ連携促進にૣめに取り組Ήことで、生駒市の２０２５年２月２１日࣌点でのケアプ
 ランデータ連携システムのਃ੥཰͸２７.３�と全্ࠃҐに্͕りました。

出所）奈良県生駒市（෱ࢱ෦介護保険՝）「ケアプランデータ連携システムಋೖ支援について」
（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�12300000�20240�2�@DQ@DJUZ�JLPNB.QEG）（Ӿཡ日：令和７年３月５日）

出所
ް生࿑ಇল「ケアプランデータ連携システムप஌資料」
（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�12300000�202�02@NIMX@DBreQMBOTZT.QEG）（Ӿཡ日：令和７年３月５日）
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ʢ̏ ʣ࿈ܞଅਐʹ౰ͨΔࢦಋࢦ਑౳ͷऔΓܾΊ

・ 介護事業所のデータ連携の開始を阻害する要因の一つとして、保険者による文書の電磁的保管や押印省略等の解釈や実地指導
 における方針について、介護事業所が十分に把握していないことも挙げられています。
・ 令和３年度介護報酬改定では、「文書負担軽減や手続きの効率化による介護現場の業務負担軽減の推進として、介護サービス事業
 者における諸記録の保存、交付等について、電磁的な対応を原則認める」旨が改定されました。
・ また、「介護サービス計画書の様式及び課題分析標準項目の提示について（平成 11年 11月12日老企発第 29号）」では「居宅介
 護支援事業者が保存するサービス利用票（控）に、利用者の確認を受ける」とされていますが、その際の利用者への説明・同意につ
 いても、「電磁的記録による対応を原則認める」とされています。
・ そのため、ケアプランデータ連携システム上でデータ連携を行った居宅サービス計画書およびサービス利用票（提供票）については、
 電磁的な方法での保管が可能となっています。
・ 上記の改定内容等を踏まえ、なるべくペーパーレスでデータ連携を行えるように保険者としての指導指針を整理し、管内介護事業所
 へ周知してください。P27の「（１）研修会の実施」の内容の一部としても含めることも有効です。
・ また、介護事業所に対する指導・監査が別部署に分かれている場合は、取りまとめた指針の内容を共有してください。

図表 14ɹ連携促進のための戦略の例
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出所）ް 生࿑ಇলࣾ会保ো৹ٞ会介護保険෦会ɹୈ̔ ճ介護分໺のจॻに係るෛ担軽ݮに関するઐ໳ҕһ会ɹ資料１「介護分໺のจॻに
係るෛ担軽ݮについて」（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�12201000�0007�4441.QEG）（Ӿཡ日：令和６年３月̔ 日）

図表 1�ɹ令和３年度介護ใु改定におけるి࣓的方法によるॻྨの保؅について
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図表 1�ɹ連携促進に͋たる保険者の指ಋ指針の例（౦ژ都෢ଂ໺市の৔߹）



24

出所）౦ژ都෢ଂ໺市ఏڙ資料
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図表 17ɹケアプランデータ連携システムに関する保険者の指針のとりまとめ
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3�� ஍Ҭͷ࿈ܞଅਐͷऔ૊ͷ࣮ࢪ

・ 上記２．で策定した連携促進の方針をもとに、以下のような取組を実施します。
・ 令和５年度事業のモデル事業では、図表18に示した流れで、ケアプランデータ連携システムの導入までの見学・相談体制の構築、研
 修会の開催、利用開始事業所への伴走型支援等、地域の特性に応じた内容を実施しました。参加自治体ごとに、必要な内容を取捨
 選択して実施しました。モデル事業の詳細については、P34の「（２）キャンペーンの実施」のコラムをご参照ください。

図表 1�ɹ本事業のモデル事業の全体の流れ	ܝ࠶
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ʢ̍ ʣݚ�मձͷ࣮ࢪ

・ ࿈ܞଅਐͷͨΊʹ͸ɺ·ͣ஍Ҭͷ๏ਓɾհۀࣄޢॴʹର͠ɺ஍Ҭͱͯ͠࿈ܞଅਐʹऔΓ૊Ή͜ͱΛએ͢ݴΔ͜ͱ͕༗ޮͰ͢ɻま
 た、データ連携の開始を阻害する要因の一つとして、保険者による文書の電磁的保管や押印省略等の解釈や実地指導における方
 針について介護事業所が十分に把握していないことが挙げられています。ݚमձ౳Λ௨ͯ͡ɺอऀݥͱͯ͠ͷղऍΛ߹Θͤͯࣔ͢
� ͜ͱͰۀࣄॴଆͷෆ҆Λղফ͢Δ͜ͱ΋ɺ࿈ܞଅਐΛਐΊΔதͰҰͭͷॏཁͳϙΠϯτͰ͢ɻ
・ 実際に令和５年度事業のモデル地域で実施した研修会の詳細について、図表19にて示しています。研修会の開催の際のポイントに
 ついて、以下をご参照ください。また、この研修会は単独の開催だけでなく、自治体で既に行っている集団指導や研修会、事業所連絡
 会等の機会にあわせて開催することも可能です。
   ▶ なるべく多くの法人・介護事業所が参加できるように配慮する：時間帯について適切に配慮し、オンラインによる参加も
    可能とします。
   ▶ 法人・介護事業所が興味を持ちやすいようなテーマを設定する：ケアプランデータ連携システム単体での開催以外に、
    介護保険制度や介護報酬改定等のその他のテーマと組み合わせての開催も可能です。
   ▶ 研修会の参加のメリットを設定する：令和５年度事業のモデル事業では、キャンペーンの参加要件として一般的には「居宅
    介護支援事業所と居宅サービス事業所の組み合わせでの参加」としたうえで、研修会に参加いただいた場合のみ1事業
    所単独での応募も可能にしました。そうすることで、研修会の参加のメリットを設定し、参加を促しました。キャンペーンの詳
    細については、P35の 「図表 25　データ連携促進のためのキャンペーンの例とポイント」をご参照ください。

・ また、研修会の開催の負担を減らすためには以下の取組も有効です。
   ▶ 公益社団法人国民健康保険中央会の「ケアプランデータ連携システム」のページや「ケアプランデータ連携システムヘル
    プデスクサポートサイト」に掲載されている既存の資料を活用します。
   ▶ 公益社団法人国民健康保険中央会「ケアプランデータ連携システムヘルプデスクサポートサイト」では、各介護事業所にお
    けるデータ連携による費用対効果を診断できる「かんたんシミュレーションツール」を公開しております。研修会に参加された
    介護事業所において効果を実感できるよう、研修会の際に周知することも効率的です。
   ▶ 公益社団法人国民健康保険中央会では、国民健康保険団体連合会を通じて、自治体や事業者団体の研修会等へ本シス
    テムの普及促進のための講師派遣等の取組を行っています。詳細について国民健康保険団体連合会へお問合せの上、ご
    活用ください。
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図表 19ɹデータ連携促進のための研修会の例（੩Ԭ県੩Ԭ市の৔߹）
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出所
ެӹࣾஂ法人ࠃຽ݈߁保険中ԝ会ɹケアプランデータ連携システム
	IUUQT���XXX.LPLVIP.Pr.KQ�TZTUeN�DBre�DBreQMBO�JOEeY.IUNM
	Ӿཡ日：令和６年３月19日）

図表 20ɹࠃຽ݈߁保険中ԝ会のケアプランデータ連携システムの関する৘ใ

図表 21ɹケアプランデータ連携システムɹϔルプデスΫϙータルサイトɹ介護サービス事業所のօ༷へ

出所
ެӹࣾஂ法人ࠃຽ݈߁保険中ԝ会ɹケアプランデータ連携システムϔルプデスΫサϙートサイトɹ介護サービス事業所のօ༷へ
	IUUQT���XXX.DBreQMBO�reOLeJ�TVQQPrU.KQ�NeTTBHe�JOEeY.IUNM�NeTTBHe@QrPEVDUT
	Ӿཡ日：令和６年３月19日）
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出所
ެӹࣾஂ法人ࠃຽ݈߁保険中ԝ会ɹケアプランデータ連携システムϔルプデスΫサϙートサイトɹかΜたΜシϛϡϨーシϣンπール
֓ཁ資料・࢖い方Ψイυ
 	IUUQT���XXX.DBreQMBO�reOLeJ�TVQQPrU.KQ�XQ�DPOUeOU�VQMPBET�TJUeT�2�2024�01�24012�@TJNVMBUJPOUPPM@HVJEe.QEG

	Ӿཡ日：令和６年３月19日）

図表 22ɹケアプランデータ連携システムɹϔルプデスΫϙータルサイトɹかΜたΜシϛϡϨーシϣンπール

・ 研修会の内容としては、以下の内容を含めることが有効です。
  ▶ 実際にデータ連携を活用した介護事業所の例：WAM NET（ワムネット）より把握したケアプランデータ連携システムを利用
   開始している介護事業所へ声掛けし、実際に研修会に登壇いただく方法以外にも、「ケアプランデータ連携システムヘルプデ
   スクサポートサイト」に掲載されている介護事業所のインタビュー記事等もご活用いただけます。
  ▶ 市町村としてのデータ連携促進の姿勢・関連指導方針の取りまとめ：P25の「（３）連携促進に当たる指導指針等の取り決め」
   で取りまとめた内容を中心に説明します。

・ 研修会の受講前後に参加（予定）者に簡単なアンケートを実施することが有効です。
  ▶ 受講前の受付の段階で申込と同時に簡単に参加者の研修会に対する要望や期待を把握すると、該当する内容を盛り込む方
   向で活用ができます。
  ▶ また、受講後の参加法人・事業所における今後のデータ連携の予定や課題等について把握することで、研修会の効果を把
   握することができ、かつP18の「（2）連携促進の戦略の策定」にも役立たせることができます。この受講後のアンケートは、P38
   の今後の意向調査を兼ねて実施することができます。
  ▶ 本手引きの参考資料としてP45に公開している意向調査アンケートのひな型もご活用ください。
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図表 23ɹ研修会プログラムのৄࡉ

詳細

w ࣏ࣗ体として取り組Ή目的や目ඪをઆ໌する。
 આ໌例：業຿ෛ担の軽ݮにつな͛、ब࿑ڥ؀の改ળにつな͛る。また、
 業຿ෛ担を軽ݮすることで௚઀介護の࣌間を૿やし、ケアの࣭向্
 につな͛る。

w ް生࿑ಇলやࠃຽ݈߁保険中ԝ会の資料΋活用しな͕らઆ໌する。
w 特に、ࠃຽ݈߁保険中ԝ会にてఏڙしているݸผ事業所のޮՌの਍
 அ͕で͖るかΜたΜシϛϡϨーシϣンπールについて΋આ໌する。

w 8". /&5を用いて、現ࡏͲのくらいの事業所͕ケアプランデータ
 連携システムをಋೖしているか঺介する。

w આ໌例：ར用者へのઆ ・໌ಉ意について΋、ి ࣓的記࿥によるରԠ͕
Ҋやサービスར用ථにおけݪଇ認められている。また、ケアプランݪ 
 るར用者のಉ意の༗ແをډ୐サービス事業所ଆで確認するඞཁ͸な
 い。ͦ のため、ډ୐サービス事業所ଆへަ෇するケアプランやサービ
 スར用ථに͸ར用者のಉ意の༗ແ͸ඞཁない。

w આ໌例：ケアプランデータ連携システムによるަ෇（ૹड৴履歴）͕ 確
 認で͖れ͹問୊ない。

w આ໌例：介護サービス事業者におけるॾ記࿥の保ଘ、ަ ෇等につい
 て、ి ࣓的なରԠ͕ݪଇ認められているため、ケアプランデータ連携
 システム্でデータ連携を行ͬたډ୐サービスܭ画ॻおよͼサービ
 スఏڙථについて͸、ి ࣓的な方法での保؅͕Մೳで͋る。
w また、ॻྨ確認͸ి子ഔ体で΋良い。

w ࣏ࣗ体にͤدられるケアプランデータ連携システムに関する࣭問と
 ͦのճ౴をઆ໌する。

w 全ࠃҩྍ৘ใプラοトフΥームの中の介護৘ใج൫のҰ෦としてҐ
 ஔづけられており、ޙࠓ活用されることをઆ໌する。

w ケアプランデータ連携システムのಋೖや関連する*$5ثػのಋೖに
 関する補ॿۚのҊ内をする。

説明すべき事項

ケアプランデータ連携システム
の普及促進にରする࣏ࣗ体とし
ての意ࢥ表໌

ケアプランデータ連携システム
のޮՌ

࣏ࣗ体におけるケアプランデー
タ連携システムのಋೖঢ়گ

ӡӦ指ಋにおける取ѻい・保
険者としてのݟղ 	 ར用者のಉ
意の確認 


ӡӦ指ಋにおける取ѻい・保
険者としてのݟղ 	 ୐サービډ
ス事業所へのަ෇ 


ӡӦ指ಋにおける取ѻい・保
険者としてのݟղ 	 จॻの保؅
方法 


࣏ࣗ体にͤدられるよく͋る
࣭問

のケアプランデータ連携シޙࠓ
ステムのಈ向

補ॿۚの৘ใ
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図表 24ɹ研修会プログラムの参考資料
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ʢ̎ ʣΩϟϯϖʔϯͷ࣮ࢪ

・ 令和５年度事業のモデル地域では、早期での連携開始を促すため、キャンペーン期間中にデータ連携を開始する介護事業所に対し
 て、一定の条件を満たすことを条件として謝礼を支払うキャンペーンを実施しました。
・ 同様のキャンペーンの開催を希望する場合は、P2で紹介している厚生労働省「介護サービス事業者の生産性向上や協働化等を通
 じた職場環境改善事業」等の枠組みを活用できるか、都道府県等とも協議を行い、ご検討ください。

・ キャンペーンを開催する際には、以下のポイントを盛り込むことが有効です。
   ▶ アンケート配布のためにオンラインでの募集を推奨する
   ▶ 研修に参加することでキャンペーンに応募しやすくなる等のインセンティブを設定する
   ▶ 事業所同士の情報交換・声掛けを促進する、ペアでの参加の枠を設ける：連携促進のためには、地域の事業所同士の
    声の掛け合いが大事です。本キャンペーンがその声掛けのきっかけとなるよう、ペアの参加枠を設けます。中核事業所から
    の紹介等を条件に入れることも可能です。
   ▶ 可能であれば、都道府県の介護生産性向上総合相談センター等から業務フロー変更のアドバイスを行う：データ連携の
    際には適宜、連携のための業務フローの変更が必要です。都道府県の介護生産性向上総合相談センター等から必要に応
    じてアドバイス等を行えると良いです。ケアプランデータ連携システムを活用した業務フローの見直しの詳細については、令
    和５年度厚生労働省老人保健事業推進費補助金（老人保健健康増進等事業）「データ連携を活用する事業所の業務改
    善を通じての生産性向上についての調査・研究」にて作成された「ケアプランデータ連携を円滑に行うための業務改善の
    ポイント集」も参照してください。
   ▶ 普及促進のために既にケアプランデータ連携システムを利用開始済みの事業所も参加できるようにする
   ▶ 参加者に対してキャンペーンの効果を確認するためのアンケート調査を実施する（アンケート調査のひな型についてはP45
    以降の【参考資料】を参照してください。）



35

図表 2�ɹデータ連携促進のためのキャンペーンの例とϙイント
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˙ 令和５年度事業のモデル事業で実施したキャンペーンについて͸、令和�年9月ʙ令和�年2月にかけて、߹ܭ�つ
 の࣏ࣗ体・地域の101ܭΧ所の介護事業所にԠืいた͖ͩました。
˙ ࣗ ࣏体・地域によͬてएׯ৚͕݅ҟなります͕、੩Ԭ県੩Ԭ市の৔߹͸令和�年2月までに新規でケアプラン
 データ連携システムをಋೖし、ケアプランデータ連携システムをͬ࢖てサービスఏڙථ	予定・実੷
のૹ৴や
 ड৴を行い、ケアプランデータ連携システムのར用։࢝લとར用։࢝ޙに、現ࡏの業຿やケアプランデータ連携
 システムに関するアンケートにճ౴にճ౴いたͩいた৔߹を৚݅として、ँ ۚを支෷いました。	アンケートの内
 容͸、P4�の参考資料を͝確認くͩさい。

˙ 101Χ所のԠืの͏ͪ、࠷ऴ的に৚݅をຬたしたの͸�9Χ所でした。౦ژ都෢ଂ໺市で͸、キャンペーン։࢝લ
 	令和�年�月10日࣌点： 8". /&5より
に市内でケアプランデータ連携システムをར用していた介護事業所͸
 �Χ所で͋ͬた͕、本モデル事業において৚݅をຬたした事業所͸1�Χ所͋り、Ұ定の普及ޮՌ͕ݟられたとݴ
 ͑ます。
˙ また、図表2�や図表27のよ͏に、モデル事業内で実施したアンケートで͸、特にډ୐介護支援事業所においた
 ケアプランデータ連携システムにରするલ向͖なճ౴͕得られました。

ʲίϥϜʳྩ ࿨̑ ೥౓ۀࣄͷϞσϧۀࣄΩϟϯϖʔϯͷ࣮݁ࢪՌ

図表 2�ɹډ୐介護支援事業所：ଞの事業所にケアプランデータ連携システムをקめたいか	୒Ұ
ɹ	O�29


図表 27ɹډ୐介護支援事業所：ޙࠓのケアプランデータ連携システムの࢖用意向	୒Ұ
ɹ	O�29


※その他の選択肢については回答無し

めたいɹɹק
Ͳͪらかと͑ݴ͹קめたいɹɹ
Ͳͪらかと͑ݴ͹קめたくないɹɹ
ແճ౴

用したいɹɹ࢖
Ͳͪらかと͑ݴ͹࢖用したい

ʢ̏ ʣ؅಺ۀࣄॴ΁ͷप஌

・ 上記、取り定めた地域の連携促進の方針や、実施する取組の詳細については、管内事業所への周知を行います。
・ また、事業所への周知の際には、P34の「（２）キャンペーンの実施」のキャンペーン参加事業所のアンケート調査で把握されたデータ
 連携の効果等をあわせて周知することが効果的です。
・ 管内事業所への周知の方法としては、自治体の介護保険に関する最新情報のページや通常の情報提供の手段として用いている
 FAX・郵送やメール送信等の手段を活用します。
・ また、あわせてP12の「2) 地域の介護事業所間の関係性の把握」で把握した、地域で運営されている介護事業所の業界団体（支
 部、連絡会等）やその他の勉強会等の会合等も介して周知を行います。
・ ͜ͷप஌͸ҰճͷΈͳΒͣɺ܁Γฦ͍͠ߦɺਤද�28 ͷΑ͏ͳ༷ʑͳػձΛ͜͏ߦͯ͠༺׆ͱ͕ॏཁͰ͢ɻ

出所）෢ଂ໺市「広͛よ ʂ͏まͪぐるΈの支͑߹いɹケアリンϐοΫ෢ଂ໺2023」ϗームページ
（IUUQT���NVTBTIJOP�DBreMZNQJDT.DPN�
	Ӿཡ日：令和�年3月21日


図表 2�ɹ؅内事業所へのप஌の例（౦ژ都෢ଂ໺市の৔߹）
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ʢ̏ ʣ؅಺ۀࣄॴ΁ͷप஌

・ 上記、取り定めた地域の連携促進の方針や、実施する取組の詳細については、管内事業所への周知を行います。
・ また、事業所への周知の際には、P34の「（２）キャンペーンの実施」のキャンペーン参加事業所のアンケート調査で把握されたデータ
 連携の効果等をあわせて周知することが効果的です。
・ 管内事業所への周知の方法としては、自治体の介護保険に関する最新情報のページや通常の情報提供の手段として用いている
 FAX・郵送やメール送信等の手段を活用します。
・ また、あわせてP12の「2) 地域の介護事業所間の関係性の把握」で把握した、地域で運営されている介護事業所の業界団体（支
 部、連絡会等）やその他の勉強会等の会合等も介して周知を行います。
・ ͜ͷप஌͸ҰճͷΈͳΒͣɺ܁Γฦ͍͠ߦɺਤද�28 ͷΑ͏ͳ༷ʑͳػձΛ͜͏ߦͯ͠༺׆ͱ͕ॏཁͰ͢ɻ

出所）෢ଂ໺市「広͛よ ʂ͏まͪぐるΈの支͑߹いɹケアリンϐοΫ෢ଂ໺2023」ϗームページ
（IUUQT���NVTBTIJOP�DBreMZNQJDT.DPN�
	Ӿཡ日：令和�年3月21日


図表 2�ɹ؅内事業所へのप஌の例（౦ژ都෢ଂ໺市の৔߹）
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ʢ̐ ʣਐ௙֬ೝͷͨΊͷΞϯέʔτͷ࣮ࢪ

・ 令和５年度事業のモデル地域の中では、地域におけるデータ連携の現状や今後の意向について把握するため、保険者より別途オ
 ンラインによる意向調査を行い、状況を把握し、連携の普及促進のための阻害要因や今後の対策について検討している事例があ
 りました。
・ この意向調査はP27の「（１）研修会の実施」で実施する研修受講後アンケートとあわせて実施することも可能です。本手引きの参
 考資料としてP45に掲載している意向調査のひな型もご活用ください。
・ またこういった意向調査を定期的に実施することで、連携促進の戦略を立てるために必要な現状や課題の把握に加え、連携の進捗
 状況を確認することも可能です。
・ 進捗確認の結果を受けて、適宜、連携促進のための取組の追加や見直し等、PDCAサイクルを適宜回すようにお願いします。
Γ͕͋޲܏ॴ͕ଟ͍ۀࣄޢΛ͏͔͕͍ͬͯΔհࢠॴͷ༷ۀࣄγεςϜͷಋೖʹؔͯ͠͸ɺपΓͷܞঢ়ɺέΞϓϥϯσʔλ࿈ݱ ・
� ·͢ɻͦ ͷͨΊɺௐࠪͷ࣮ࢪͷࡍ͸ɺѼઌΛʮհۀࣄޢॴͷօ༷ʯͱ͢ΔͷͰ͸ͳ͘ɺʮ"ۀࣄॴʯͱ͍ͬͨΑ͏ʹݸผͷۀࣄॴ͝
� ͱʹѼઌΛม͑ΔͱɺΑΓ౰ऀࣄҙࣝΛ͍͚࣋ͬͯͨͩ·͢ɻ
・ また、ྩ ࿨̓ ೥౓ͷέΞϓϥϯσʔλ࿈ܞγεςϜͷϑϦʔύεΩϟϯϖʔϯΛ׆༻͠ɺ஍Ҭͷσʔλ࿈ܞΛଅਐ͞Ε͍ͨ৔߹
� ͸ɺҙ޲ௐࠪͷࡍʹϑϦʔύεΩϟϯϖʔϯͷར༻ر๬ɺར༻༧ఆ͕͋Δ৔߹ͷਃࠐ༧ఆ࣌ظɺར༻༧ఆ͕ແ͍৔߹ͷཧ༝౳
� ʹ͍ͭͯ΋Ұॹʹ೺Ѳ͢Δ͜ͱ͕༗ޮͰ͢ɻຊखҾ͖ͷࢿߟࢀྉͷҙ޲ௐࠪ͸ɺϑϦʔύεΩϟϯϖʔϯؔ࿈ઃ໰΋௥Ճ͢Δ
� Ͱྩ࿨̓ܗ ೥̏ ݄վఆΛ͍ߦ·ͨ͠ͷͰɺͥ ͻ͝׆༻͍ͩ͘͞ɻʣ

図表 29ɹ地域の連携促進のためのP%$"サイΫル
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ʢ̑ ʣϞσϧ஍Ҭͮ Γ͘ۀࣄ΁ͷࢀը

・ 今後、厚生労働省または都道府県のケアプランデータ連携活用促進モデル地域づくり事業等の枠を活用し、管内事業所における集
 中的な普及促進を図りたい保険者さんにおかれましては、P18の「2.（２）連携促進の戦略の策定」も踏まえながら、以下の図表30
 のモデル地域づくり事業への参画の流れをもとに地域内での進め方についてご検討ください。

・ また、モデル地域づくり事業を進める際の事業の内容については、以下のデータ連携の段階に応じて様々な事業内容が考えられま
 す。地域の状況をもとに都道府県とも相談しながら、事業内容についてご検討ください。

図表 30ɹモデル地域づくり事業への参画の流れ

図表 31ɹモデル地域づくり事業の内容のイメージ
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ʢ̒ ʣྩ ࿨̓ ೥౓͙͢ʹऔΓ૊ΊΔ͜ͱ

・ 現在、令和７年度の都道府県のデータ連携促進関連事業実施予定がない、また保険者としても事業を立ててない保険者におかれま
 しても、厚生労働省の令和７年度の他の事業の枠組みや既存の介護事業所とのネットワーク等を活用しながら、令和７年度中に事業
 が無くても進められるものがないか、ぜひご検討ください。
・ ౎ಓ෎ݝʹ͓͚Δۀࣄ༧ఆ͕ແ͍৔߹Ͱ΋ɺϑϦʔύεΩϟϯϖʔϯΛ؅ͯ͠༺׆಺ۀࣄॴʹͯσʔλ࿈ܞΛ։͍࢝ͨͩ͘
� ͨΊͷ৘ใఏڙ΍प஌ɺݚमձͷ։࠵΍138ͷʮʢ̐ ʣਐ௙֬ೝͷͨΊͷΞϯέʔτͷ࣮ࢪʯͷҙ޲ௐࠪΛ׆༻͠ͳ͕Β؅಺ࣄ
� ͱ΋༗ޮͰ͢ͷͰɺͥ͜͏ߦͷ೺ѲΛگॴͷঢ়ۀ ͻऔΓ૊Έ͓͍͍ͨ͠ئ·͢ɻ

図表32ɹ令和７年度にすぐ取り組めること
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図表33ɹケアプランデータ連携システムɹフリーパスキャンペーン（ܝ࠶）

出所）ެ ӹࣾஂ法人ࠃຽ݈߁保険中ԝ会)P
（IUUQT���XXX.DBreQMBO�reOLeJ�TVQQPrU.KQ�XQ�DPOUeOU�VQMPBET�TJUeT�2�202��03��&3��0�90�&3��2�#1�&
3��2�"2�&3��3�97�&3��3�"9�&3��3�#3�&3��3��7�&3��3�#$�&3��2�#'�&9��0�"3�&��90
�#"�&3��2�#7�&3��2�#9�&3��3����&3��3�"0�&3��0�91�&3��3�9��&3��3�""�&3��3�#$
�&3��3�91�&3��2�#9�&3��2�"%�&3��3�"3�&3��3�#3�&3��3�9"�&3��3�#$�&3��3�#3�&3
��3��1�&3��3�"9�&3��2�#7.QEG）Ӿཡ日：令和７年３月１０日）
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4�� ౎ಓ෎͔ݝΒͷอऀݥ΁ͷ࿈ܞଅਐͷͨΊͷࢧԉ

　介護事業所間の連携は一つの保険者内だけで完結するのではなく、複数の保険者、広域を跨ぐ場合が多くあります。ͦ ͷͨΊɺ্ ه
ɽ̎ʙ3�Ͱ঺հͨ͠࿈ܞଅਐͷऔΓ૊Έ͸Ұอऀݥ୯ମͷΈ͚ͩͰͳ͘ɺ౎ಓ෎͔ݝΒ΋อऀݥͷऔ૊Λࢧԉ͠ɺ·ͨ؅಺ͷෳ਺
ͷอऀݥʹͯಉ༷ͷऔ૊Λಉ࣌ฒߦతʹ͜͏ߦͱͰɺΑΓޮ཰తʹ࿈ܞଅਐΛ͜͏ߦͱ͕ՄೳͰ͢ɻ令和５年度事業のモデル事業
でも、都道府県の複数保険者にて事業を展開している中核となる法人・事業所を中心として、複数の自治体にわたる広域的な普及啓発
を行った事例がありました。今後はこういった広域的な普及啓発の取り組みを都道府県が主導していくことも求められています。　
　特に小規模な保険者については都道府県等からの情報提供を受けて取り組みを開始することも多いことから、都道府県による働きか
けや支援は、管内保険者の連携促進の底上げの重要なポイントになります。౎ಓ෎ݝʹΑΔอऀݥ΁ͷ࿈ܞଅਐͷͨΊͷࢧԉʹͭ
͍ͯ͸ɺԼهͷʢ̍ ʣʙʢ̏ ʣͷ಺༰Λྫͱͯ͠ੵۃతʹ࣮͍ͩͯ͘͞͠ࢪɻ

ʢ̍ ʣอऀݥͷ࿈ܞଅਐʹ׆༻Ͱ͖Δۀࣄ౳ͷ࣮ࢪ

・ 保険者の連携促進の取り組みに必要な予算は、保険者独自の予算だけでなく、都道府県の地域医療総合確保基金や介護サービス
 事業者の生産性向上や協働化等を通じた職場環境改善事業等の補助金を活用することで、より多様な取り組みの実施が可能にな
 ります。
・ つまり、保険者の連携促進の取り組みの多様性は都道府県の事業等の実施に起因する部分が多くあるため、都道府県としては現在
 として活用が見込まれない場合でも、幅広い内容の事業のラインナップを揃えておく必要があります。逆に、都道府県側の事業等の
 展開より、事業に興味を持ち、新規で開催する保険者もあるため、幅広い事業等を実施し、事業の内容について保険者に周知し、参
 加を促すことも重要です。
・ これらの事業はそれぞれ異なる連携促進の対象や手段を定めていますが、都道府県にて管内保険者が様々な個別事情にあわせて
 選択できるよう、ラインナップを揃えることが重要です。都道府県の皆様におかれましては、ぜひ、これらの事業については令和７年度
 の執行を前向きにご検討お願いいたします。
  ① ケアプランデータ連携システム構築事業：フリーパス機能を活用した管内全事業所への面的な利用促進
  ② 介護テクノロジー定着支援事業：補助金応募事業所を中心とした連携開始
  ③ ケアプランデータ連携活用促進モデル地域づくり事業：特定地域での集中的な普及促進

ʢ̎ ʣ஍Ҭͷಛੑͷ೺Ѳʹ͓͚Δࢧԉ

・ 地域の連携促進の中核になり得るICT化に積極的な法人・介護事業所の情報については、厚生労働省「ICT導入補助金」や「介
 護ロボット導入補助金」に過去応募したことのある法人・介護事業所の情報が参考になりますが、地域によってはこの関連補助金や
 事業の応募窓口が都道府県のみとなっており、保険者ではその情報を把握していない場合があります。地域分析に際し、必要に応じ
 て保険者は都道府県へ管内事業所の応募状況に関する情報の提供を求め、また都道府県側は積極的に情報提供を行う支援が求
 められます。
・ さらに、地域分析の際の大規模な法人・介護事業所の把握の際には、介護給付実績を活用した事業所別の利用者数の集計等のデー
 タの活用も有効です。当該データの集計については、各都道府県の国保連合会への依頼等ができないか、検討を行ってください。

出所）ް 生࿑ಇল介護保険࠷新৘ใVPM.13�1（令和７年２月６日）「介護৘ใج൫の活用をݟਾ͑た 「ケアプランデータ連携
システム」のར用促進について」

（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�0014002�1.QEG）Ӿཡ日：令和７年３月５日）

図表 34ɹް生࿑ಇল令和６年度補正予算を活用したケアプランデータ連携システムར用促進（ܝ࠶）

図表 3�ɹ都道府県によるデータ連携促進のための令和７年度事業のイメージ
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ʢ̎ ʣ஍Ҭͷಛੑͷ೺Ѳʹ͓͚Δࢧԉ

・ 地域の連携促進の中核になり得るICT化に積極的な法人・介護事業所の情報については、厚生労働省「ICT導入補助金」や「介
 護ロボット導入補助金」に過去応募したことのある法人・介護事業所の情報が参考になりますが、地域によってはこの関連補助金や
 事業の応募窓口が都道府県のみとなっており、保険者ではその情報を把握していない場合があります。地域分析に際し、必要に応じ
 て保険者は都道府県へ管内事業所の応募状況に関する情報の提供を求め、また都道府県側は積極的に情報提供を行う支援が求
 められます。
・ さらに、地域分析の際の大規模な法人・介護事業所の把握の際には、介護給付実績を活用した事業所別の利用者数の集計等のデー
 タの活用も有効です。当該データの集計については、各都道府県の国保連合会への依頼等ができないか、検討を行ってください。

出所）ް 生࿑ಇল介護保険࠷新৘ใVPM.13�1（令和７年２月６日）「介護৘ใج൫の活用をݟਾ͑た 「ケアプランデータ連携
システム」のར用促進について」

（IUUQT���XXX.NIMX.HP.KQ�DPOUeOU�0014002�1.QEG）Ӿཡ日：令和７年３月５日）

図表 34ɹް生࿑ಇল令和６年度補正予算を活用したケアプランデータ連携システムར用促進（ܝ࠶）

図表 3�ɹ都道府県によるデータ連携促進のための令和７年度事業のイメージ
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ʢ̏ ʣ஍Ҭͷ࿈ܞଅਐͷऔ૊ͷ࣮ࢪʹ͓͚Δࢧԉ

・ 都道府県から保険者への連携促進のための支援については、都道府県からの直接支援のみではなく、介護生産性向上総合相談
 センター等を活用した支援も可能です。
・ 地域の連携促進の取組においては、生産性向上やケアプランデータ連携システムの活用に関する専門的な知見からの支援が必要
 となる場面があります。その場面の例の一つが、ケアプランデータ連携システムを新規で利用開始する介護事業所における業務フ
 ローの変更の場面です。可能であれば、都道府県の介護生産性向上総合相談センター等から介護事業所へ業務フロー変更のアド
 バイスや導入のための伴走支援を行うことで、介護事業所における連携促進を図ることができます。
・ また、介護生産性向上総合相談センター等より介護事業所への支援を行うだけでなく、センターにて既に把握している管内事業所の
 情報等も活用し、各保険者における連携促進の方針や戦略の策定についてもアドバイスを行うことが有効です。
・ 都道府県は、各保険者や管内事業所に対する介護生産性向上総合相談センター等の活用を支援しつつ、特に広域での普及促進を
 行う際等には、既に保有しているネットワーク等を活用し、管内事業所への周知を積極的に行う形での支援も可能です。
・ 上記挙げられている支援は一つの例です。その他に地域の特性を踏まえ、管内保険者が必要としている支援を検討し、積極的に行
 いましょう。

図表 3�ɹ定ॅࣗ立ݍ構૝

出所）૯຿লh 定ॅࣗ立ݍ構૝ʱ
（IUUQT���XXX.TPVNV.HP.KQ�NBJO@TPTJLJ�LeOLZV�UeJ[ZV�JOEeY.IUNM）（Ӿཡ日：令和６年３月̔ 日）ɹ

・ また、地域の中核となり得る法人・介護事業所については、一保険者だけでなく、都道府県で把握している影響力のある法人がある場合
 は、その法人の事業所を複数、巻き込むことで、より広い範囲へデータ連携を広めることができます。その例については、P21の「図表14
 連携促進のための戦略の例」の「中核事業所からの複数の自治体にわたる広域的な普及啓発」のケースをご参照ください。
・ また広域な普及啓発については、「中心市と近隣市町村が相互に役割分担し、連携・協力を行う」定住自立圏を一つの単位として行
 うことも可能です。
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ʲࢿߟࢀྉʳ

ʢ̍ ʣҙ޲ௐࠪͷͻͳܕ
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ʢ2ʣΩϟϯϖʔϯͷར༻։࢝લΞϯέʔτௐࠪථͷͻͳܕ
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ʢ2ʣΩϟϯϖʔϯͷར༻։࢝લΞϯέʔτௐࠪථͷͻͳܕ
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ʢ̏ ʣΩϟϯϖʔϯͷར༻։࢝ޙΞϯέʔτௐࠪථͷͻͳܕ



53



54



55



56



57




